「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム（平成18年度採択）」

中間評価結果

1.総合評価結果

	総合評価
	件数

	当初目的に照らして、計画は順調に実施に移され、現行の努力を継続することによって目標達成が可能と判断される
	4　件

	当初目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要と判断される
	1　件

	このままでは当初目的を達成することは難しいと思われるので、助言等に考慮し、当初計画の適切なる変更が必要と判断される
	1　件

	現在までの進捗状況等に鑑み、今後の努力を待っても当初目的の達成は困難と判断される
	0　件

	計
	6　件


2.総合評価内訳

1　当初目的に照らして、計画は順調に実施に移され、現行の努力を継続することによって目標達成が可能と判断される【4件】
	大学名

（◎：申請大学）
	教育プロジェクト名

	◎筑波大学
電気通信大学
東京理科大学
	高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム

	◎名古屋大学
南山大学

愛知県立大学
静岡大学
	OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成

	◎大阪大学
大阪工業大学
京都大学
高知工科大学
神戸大学

奈良先端科学技術大学院大学
兵庫県立大学
立命館大学
和歌山大学
	高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材開発を実現する融合連携専攻の形成（IT Spiral）

	◎九州大学
九州工業大学
熊本大学
宮崎大学
福岡大学
	次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム


2　当初目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要と判断される【1件】
	大学名

（◎：申請大学）
	教育プロジェクト名

	◎東京大学
東京工業大学
国立情報学研究所
	情報理工実践プログラム


3　このままでは当初目的を達成することは難しいと思われるので、助言等に考慮し、当初計画の適切なる変更が必要と判断される【1件】
	大学名

（◎：申請大学）
	教育プロジェクト名

	◎慶應義塾大学
早稲田大学
中央大学
情報セキュリティ大学院大学
	先端ITスペシャリスト育成プログラム


3.拠点別中間評価結果
	大学名

（◎：申請大学）
	◎筑波大学、電気通信大学、東京理科大学

	設置形態

（申請大学）
	1　国立　　　　2　公立　　　　3　私立

	教育プロジェクト
	高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム

	学長の氏名
（申請大学）
	岩崎 洋一

	取組代表者
	所属部局

職　　名

氏　　名
	システム情報工学研究科

研究科長・教授

田中 二郎

	【事業概要】　※拠点からの「進捗状況報告書(中間評価用)」より抜粋

	今や情報通信技術は我が国の中核技術になっているが、人材を育成する大学側とそれら人材を受け入れる産業界側のニーズの間にミスマッチがある。従来IT人材の多くは企業における実務経験を通じて育成されてきたが、技術の急激な進歩や、システムの高度化により、大学院においても、実情に即して実践性を重視した人材育成がなされることが強く期待されている。また、世界に通用する高度IT人材の育成には、産官学が一体となって教育を行う必要性が様々な方面から提言されている。
本プログラムは、このような社会的要請に応えるべく、筑波大学が、電気通信大学および東京理科大学と連携し、日本経済団体連合会を窓口とする産業界との連携・協力のもと、実践的なソフトウェア開発に重点をおいて、組み込みソフト系とエンタープライズ系における世界最高水準の人材育成拠点形成を目指すものである。これら2つの分野において、企業のソフトウェア開発分野の指導者的な技術者として、国際競争に貢献できる世界最高水準の人材育成を実践的かつ効果的に実施する。

	【先導的情報通信人材育成推進委員会による所見】

	（総合評価）
　　当初目的に照らして、計画は順調に実施に移され、現行の努力を継続することによって目標達成が可能と判断される

	（コメント）

　実務家教員向けのFDプログラムが用意され、それを経た実務家教員による特別講義の構築、カリキュラム作成、学生指導などが展開されており、産学連携が有効に機能していると言える。また、取組代表者をはじめとして関係者の意識変化も見られ、座学中心から実践重視への転換という観点からは、大学改革が着実に進みつつあると評価できる。
　今後は、PBLにおける知見の共有など、大学間連携がより緊密なものとなるよう努められたい。また、世界最高水準の高度IT人材育成を目指した教育内容の国際化や学生のスキルの個人差を解消するための学部連携プログラムの構築など、さらに発展的なプロジェクトの展開が期待される。


	大学名

（◎：申請大学）
	◎東京大学、東京工業大学、国立情報学研究所

	設置形態

（申請大学）
	1　国立　　　　2　公立　　　　3　私立

	教育プロジェクト
	情報理工実践プログラム

	学長の氏名
（申請大学）
	小宮山 宏

	取組代表者
	所属部局

職　　名

氏　　名
	情報理工学系研究科

研究科長・教授

下山 勲

	【事業概要】　※拠点からの「進捗状況報告書(中間評価用)」より抜粋

	情報理工実践プログラムは，“An ounce of practice is worth a pound of theory”を基本理念とし，東京大学情報理工学系研究科，東京工業大学情報理工学研究科，国立情報学研究所が連携し，産業界の協力を得て先導的ITスペシャリストを育成する．ここでいう先導的ITスペシャリストとは，社会を先導するような技術創造のできる技術創造人材（ITクリエータ）と，ソフトウェア開発技術の体系的知識をもちソフトウェア開発全般を俯瞰して開発過程を設計することのできる開発設計人材（ITアーキテクト）をそれぞれITスペシャリストと位置づけたとき，それらを掛け合わせた先導的人材のことを言う．

	【先導的情報通信人材育成推進委員会による所見】

	（総合評価）
　　当初目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要と判断される

	（コメント）

　ソフトウェア技術者の社会的地位向上や日本のソフトウェアを牽引しうるトップスターの輩出といった明確な目的意識を持ち、その実現に向けて、学生を米国シリコンバレーに遠征させるプログラム（東大）や他大学を顧客としてソフトウェア開発を実践する「システム開発プロジェクト総合実験応用（東工大）」など挑戦的な取組が実施されていると評価できる。
　ただし、意識的・組織的なFDが十分に実施されておらず、産学の教員が問題を共有し、その解決に向けて教育のあり方を模索するような取組が必要である。また、連携大学間の学生が互いの教育内容を認識できていないなど、大学間連携も十分とは言えないため、成果報告会の連携や将来的なコース融合に向けた検討など、さらなる連携強化を図られたい。
今後は、上記課題の解決に努められるとともに、プロジェクトの見える化を進め、成果を積極的に発信することで、我が国の高度IT人材育成モデル拠点として機能することが期待される。


	大学名

（◎：申請大学）
	◎名古屋大学、南山大学、愛知県立大学、静岡大学

	設置形態

（申請大学）
	1　国立　　　　2　公立　　　　3　私立

	教育プロジェクト
	OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成

	学長の氏名
（申請大学）
	平野 眞一

	取組代表者
	所属部局

職　　名

氏　　名
	名古屋大学大学院情報科学研究科

研究科長

古賀 伸明

	【事業概要】　※拠点からの「進捗状況報告書(中間評価用)」より抜粋

	本プロジェクトの目的は，計算機科学及び情報通信の基礎の上にソフトウェア工学を系統的に修め，最先端ソフトウェア技術に柔軟に適応し，その応用及び技能への転化を可能にする先導的IT人材を教育するための拠点を形成することにある．

本拠点における教育方法・カリキュラムの大きな特色は，1）ソフトウェア工学教育を，単なる技術としてだけでなく，技術を整理統合するメタ技術の観点でも整理し系統的に教授すること，2）メタ技術を実際のソフトウェア開発へ適用するメタ技術展開力を新しい教育手法であるOJL （On the Job Learning）により涵養することの2点である． OJLはPBLとOJTの融合概念として我々が考案した，ソフトウェア開発技術を応用しながら製品水準の実システムを開発する教育手法である．

本プロジェクトでは，産業界の積極的な参画の下，メタ技術の観点で整理した講義群とPBL，OJLからなるカリキュラムを実施することでメタ技術を実開発に適用する能力を開発し，新たな技術革新に追随でき，さらには時として革新技術をも創造する先導的ITスペシャリストを育成する．

	【先導的情報通信人材育成推進委員会による所見】

	（総合評価）
　　当初目的に照らして、計画は順調に実施に移され、現行の努力を継続することによって目標達成が可能と判断される

	（コメント）

　飛行船をテーマに扱ったPBL科目など、学生のやる気を引き出せるような教育プログラムが開発されている。OJLにおいても共同研究対象となりうるテーマを設定し、産学双方がメリットを享受できるよう配慮されており、産学連携が効果的に機能していると評価できる。また、大学教員や実務家教員等の強い熱意も認められた。
　今後は、大学教員と実務家教員のコミュニケーションを充実させ、産学連携体制のさらなる充実に努めるとともに、共同研究ベースで実施しているOJL教材等に関する機密保持や著作権等の課題解決を図り、他大学への積極的な普及展開を推進されることが期待される。


	大学名

（◎：申請大学）
	◎大阪大学、大阪工業大学、京都大学、高知工科大学、神戸大学、
奈良先端科学技術大学院大学、兵庫県立大学、立命館大学、

和歌山大学

	設置形態

（申請大学）
	1　国立　　　　2　公立　　　　3　私立

	教育プロジェクト
	高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材開発を実現する融合連携専攻の形成（IT Spiral）

	学長の氏名
（申請大学）
	鷲田 清一

	取組代表者
	所属部局

職　　名

氏　　名
	大学院情報科学研究科

研究科長・教授

今瀬 真

	【事業概要】　※拠点からの「進捗状況報告書(中間評価用)」より抜粋

	本プロジェクトは，世界最高水準のIT人材として求められる専門的スキルを，ソフトウェア工学に関する最新の技術から現在標準的に用いられている実践的な技術までを幅広く修得し，それらを活用して活躍できる能力と考え，そのような能力を備えた高度なソフトウェア技術者育成を目標としている．その目標を実現するために，実践的なソフトウェア構築技術を有する民間企業4 社の専門家群と，ソフトウェア工学の分野において最新の研究を進めている関西圏の9大学情報系研究科に分散している該当分野の卓越した専門家群の力を結集することにより，ソフトウェア工学分野で教育・修得すべき内容をより豊富にかつ体系的・実践的に教育課程に取り込んだ融合連携型専攻の構築を進めている．この融合連携型専攻に属する卓越した専門家群による教育の結果，世界最高水準のソフトウェア技術者の育成が可能となる．また，重要視している実践的教育については，参画企業と協働して，教科書的例題ではなく現実の開発プロジェクトそのものを教材とすべく開発を進め，生の教材を用いた教育を実現しようとしている．

	【先導的情報通信人材育成推進委員会による所見】

	（総合評価）
　　当初目的に照らして、計画は順調に実施に移され、現行の努力を継続することによって目標達成が可能と判断される

	（コメント）

　プロジェクトの目標が教員間で共有できており、補助期間終了後のプロジェクト継続を視野に入れたFDも積極的に推進されている。また、企業からも積極的な協力が得られており、学生の実践力強化が効果的に図られていると評価できる。
　今後は、各連携大学に委ねられている基礎科目のコースツリーを明確化するとともに、1年間のプログラムという性質に起因する制約を解決すべく、単位数の拡大等の方策を検討されたい。また、ビデオ教材の活用に伴う教育法の確立を進めるとともに、それをアップデートしていくような仕組の検討も期待される。


	大学名

（◎：申請大学）
	◎九州大学、九州工業大学、熊本大学、宮崎大学、福岡大学

	設置形態

（申請大学）
	1　国立　　　　2　公立　　　　3　私立

	教育プロジェクト
	次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム

	学長の氏名
（申請大学）
	有川 節夫

	取組代表者
	所属部局

職　　名

氏　　名
	大学院システム情報科学府

学府長

都甲 潔

	【事業概要】　※拠点からの「進捗状況報告書(中間評価用)」より抜粋

	本プロジェクトでは，次世代情報化社会を牽引する情報通信技術（ICT）の指導的技術者を育成する．社会においてICTが果たすべき役割を理解し，現実の問題を正しく捉え，解決する実践力を備えた，国際的に通用する技術的リーダ人材を養成すべく，先進的なカリキュラムを構築する．九州工業大学との緊密な連携のもと，日本経済団体連合会の全面的支援を受け，地域の産業界や自治体，周辺大学との協力体制を敷き，Project Based Learning（PBL）を中核とした実践系科目を充実させる．

現在，および将来のICTアーキテクトには，技術の変化とそれに伴う社会の変化の本質を見抜く力が求められる．すなわち，変化の本質を見極め，必要となる技術を選択し，各種のイノベーションをリードしていく能力である．さらに，社会基盤の情報システムの構築を担当するアーキテクトには，社会や組織の変化を制度面までも含めて企画できる能力が求められる．単なる「技術に長けた技術者」ではなく，幅広い知識と高い倫理観に裏打ちされた高い理想を持った，真の技術的リーダが求められている．

本プログラムでは，上記のような次世代の情報化社会をリードし，社会情報インフラを設計／開発し，イノベーションを創出できるICTアーキテクトの素養を持った人材を育成する．

	【先導的情報通信人材育成推進委員会による所見】

	（総合評価）
　　当初目的に照らして、計画は順調に実施に移され、現行の努力を継続することによって目標達成が可能と判断される

	（コメント）

　研究科長のリーダーシップのもと、実務家教員からの提案を柔軟に受け入れながら活性的な産学・大学間連携体制が構築されていると評価できる。また、教育プログラムについても、例えばPBL科目については、3回の段階的な反復を行う中で2回目以降のテーマを学生に設定させるなどの自主性に配慮した工夫などが認められる。

　今後は、研究指導教員とコース所属のメンターとの板ばさみによる負荷の解消など、より学生の目線に立った柔軟なシステム構築の検討を組織的に進められたい。また、PBL科目については、連携大学間によるコース化が望まれる。さらに、国際通用性の観点からは、教員の海外視察のみでなく、学生の海外活動を支援するような取組も期待される。


	大学名

（◎：申請大学）
	◎慶應義塾大学、早稲田大学、中央大学、

情報セキュリティ大学院大学

	設置形態

（申請大学）
	1　国立　　　　2　公立　　　　3　私立

	教育プロジェクト
	先端ITスペシャリスト育成プログラム

	学長の氏名
（申請大学）
	安西 祐一郎

	取組代表者
	所属部局

職　　名

氏　　名
	大学院政策・メディア研究科

研究科委員長・教授

金子 郁容

	【事業概要】　※拠点からの「進捗状況報告書(中間評価用)」より抜粋

	本プログラム（以下、ITSP）は、慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科、理工学研究科、早稲田大学大学院理工学研究科、中央大学大学院理工学研究科、情報セキュリティ大学院大学、株式会社NTT、日本IBM株式会社、有限責任中間法人Mozilla Japanとの産学NPO連携により、先端ネットワーク、大規模分散システム、革新的なIT応用システムを構築できる実践的なITスキルを備えたスペシャリストの育成を目的としている。日本の産業界では、最先端のITシステムをマネジメントできるスペシャリストの育成に期待が寄せられているが、本プログラムではそのニーズに応えるエンジニアの育成だけでなく、Web2.0の次に到来するパラダイムシフトを視野に入れて、新しい革新的なITシステムやビジネスモデルまでを創出できる先導者としてのITスペシャリストの育成にも力を注いでいる。

	【先導的情報通信人材育成推進委員会による所見】

	（総合評価）
　　このままでは当初目的を達成することは難しいと思われるので、助言等に考慮し、当初計画の適切なる変更が必要と判断される

	（コメント）

　連携大学間を結んだ遠隔講義システム等の教育環境が十分に整備されている。また、必修のインターンシップ科目については、派遣先が大手企業の研究所に限定されている点に疑義が残るものの、企業からの派遣教員が中心となってアレンジを行うなど、他プロジェクトの参考となる面も見受けられる。
　しかし、インフラの整備のみが優先されてカリキュラムや教材等の教育内容の整備に注力されていない、連携大学間で到達目標や教育内容の統一化が図られていない、学生の能力向上等の成果が定量的な形で可視化できていないといった課題が見受けられた。また、組織的なFDも実施されておらず、例えばインターンシップ科目を活用したFDを行うなどの取組が必要である。
今後は、慶應義塾大学がリーダーシップを発揮し、支援期間終了後のプロジェクト継続を見据えながら、実務家教員からのスキル移転等に積極的に取り組まれたい。また、連携大学との交流機会の増加に向けた工夫や、学生の成果物に対する評価基準の統一化等学生のモチベーション向上にも十分に配慮されたい。


（別添2）
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